
予 定 価 格
18,280,000円

（消費税及び地方消費税を含まない。）

工 事 概 要

アスファルト舗装工（カラー舗装）　密粒度AC13、t=40　1142m2

園路縁石工　歩車道境界ブロック　192m

　　　　　　地先境界ブロック　　189m

工　　事　　期　　限
(本工事は余裕期間制度
(フレックス方式)(注)対
象工事である。)

本工事は、余裕期間制度（フレックス方式）対象工事であり、次に
記載した工事の始期及び終期の期限内で、受注者は工事の始期及び
終期を設定することができる。

　工事の始期の期限：契約締結日の翌日から90日（ただし、その日
　が、日曜日、土曜日、祝日及び 12 月 29 日から翌年の１月３日
　までの日である場合はその前日）
　工事の終期の期限：令和９年３月15日まで

(※) 受注者が工事の始期及び終期を設定する場合、契約締結前に工
事の始終期通知書（様式第１号）により工事の始期及び終期を担当
部署に通知すること。なお、工事の始期及び終期は、日曜日、土曜
日、休日及び12月29日から翌年の１月３日までの日を除くものとす
る。
(注）余裕期間制度（フレックス方式）とは、受注者の円滑な工事施
工体制の確保を図るため、全体工期の範囲内で受注者が工事の始期
及び終期を設定することができる制度をいう。全体工期とは、余裕
期間と実工期とを合計した期間をいう。余裕期間とは、受注者が労
働力及び建設資機材を計画的に確保するための期間で、契約締結日
の翌日から工事の始期の前日までをいう。実工期とは、実際に工事
を施工するために必要な期間で、工事の始期から工事の終期まで
（工事に係る準備期間と後片付け期間を含む。）をいう。余裕期間
の間は、工事（工場製作、測量、資材の搬入、仮設物の設置等の準
備工事を含む。）に着手してはならない。ただし、現場に搬入しな
い資機材の準備及び技能労務者の手配（以下「準備等」という。）
は、この限りでない。この期間内に行う準備等は受注者の責任にお
いて行うものとする。余裕期間の間は、現場代理人及び主任技術者
又は監理技術者の配置を要しない。

工 事 名 牧野河川公園園路整備工事

工 事 場 所

高岡市公告第 207 号

　　　入札公告について

次のとおり条件付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第

167条の６第１項の規定により公告する。

　　令和８年10月15日

高岡市長　出町　譲

案 件 番 号 2600000501

高岡市　上牧野　地内（牧野）

入 札 方 式
条件付き一般競争入札

総合評価方式（簡易型Ｂタイプ）
事後審査方式



地 域

業 種

等級及び総合評点等

施 工 実 績

配 置 技 術 者

そ の 他

入
札
参
加
資
格

高岡市内に主たる営業所（本店）を有する者

高岡市における建設工事入札参加資格者名簿に舗装工事で登載され
ている者

官公庁が発注した舗装工事を元請で施工した実績を有すること

建設業法に定める舗装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を配
置すること

低入札価格調査を経て契約した場合は、その工事の完工検査を終
了するまで高岡市及び高岡市上下水道局が発注する同種工事の入札
に参加することはできない。

自社名義又は長期リース（５年以上）のアスファルトフィニッ
シャー（3.1ｍを超えるもの）及びモーターグレーダー（3.1ｍ級以
上）を保有していること。

舗装工事業

入札参加申請書及び
資 料 等 の 提 出 期 限

令和８年10月20日午後 5時00分まで

（土日・祝日及び電子入札システムの運用時間外を除く）

設計図書等の縦覧期間
及 び 縦 覧 方 法

令和８年10月15日から令和８年10月27日まで

入札情報サービスにて閲覧

設計図書等に対する
質 問 期 間

令和８年10月15日から令和８年10月20日午後 5時00分まで

質問に対する回答期限 令和８年10月22日まで

入 札 方 法 電子入札システムによる入札

入 札 書 提 出 期 間
令和８年10月23日午前 9時00分から令和８年10月27日午後 3時00分まで

（土日・祝日及び電子入札システムの運用時間外を除く）

開 札 日 時 及 び 場 所
令和８年10月28日午前10時00分

高岡市役所　管財契約課

入 札 保 証 金 免除

契 約 保 証 金 契約金額が500万円以上の場合は、契約金額の100分の10以上

調 査 基 準 価 格 有（失格基準を適用する。）

工 事 費 内 訳 書
要（工事費内訳書の提出のないもの、または誤りがあった場合は、
無効とする。）

(1) この公告に定めるもののほか、この入札に必要な事項について

　は、条件付き一般競争入札実施要領の定めるところによる。

(2) 入札に参加を希望する者は、電子入札システムにより、次の書

　類を提出すること。なお、各様式の記載内容にかかる確認資料に

　ついては、必要に応じて、提出を求めるため、入札参加申請時の

　ア　入札参加資格確認申請書（様式第１号）

　提出は不要とする。

そ の 他

　イ　入札参加資格確認書（様式第２号）

※様式第１号は電子入札システムにおける申請書提出画面に表示さ

　ウ　総合評価方式（簡易型Ｂタイプ）（様式第３号）

　れるもの。様式第２号及び第３号は入札情報サービス（下記Ｕ



　https://toyama.efftis.jp/ebid02/PPI/Public/PPUBC00100?kikanno=162027

そ の 他

(3) 低入札価格調査の対象工事における技術者の配置については、

    っては監理技術者の資格を有する者を、それ以外の工事にあっ

　　同法の規定により監理技術者の配置が義務付けられる工事にあ

　　るものとする。この場合において、これらの工事に配置する技

　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定めるものとする。

　ア　建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられてい

　ＲＬ）の「入札公告情報」からダウンロードし、必要事項を記入

    ては主任技術者になり得る資格を有する者を１人、専任配置す

　　る工事の場合 専任配置が義務付けられている技術者とは別に、

　した上、申請書提出画面における添付資料として提出するもの。

　　技術者を、専任配置するものとする。

(4) (3)アにより別に配置される技術者は、監理技術者等を補助し、

　監理技術者等と同様の職務を行うものとする。

(5) この公告にかかる設計図書等に対する質問書等は電子メール

　　術者は、請負者と３か月以上の雇用関係にある者に限る。

　イ　建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられてい

　　ない工事の場合　同法の規定により配置が義務付けられている

　にて行うものとする。

（高岡市管財契約課メールアドレス：kankei@city.takaoka.lg.jp）

https://toyama.efftis.jp/ebid02/PPI/Public/PPUBC00100?kikanno=162027

